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●要介護認定の方法を見直します
　これまでどおり「要支援１～２、要介護１～５」の介護度は変わりませんが、要介護
認定に、より正確に介護の手間を反映し、不公平感につながりやすい認定結果のばらつ
きを減らすことを目的として、調査項目の内容が一部変更されました。
 

●介護報酬を改定します
　介護従事者の処遇改善を図ることを目的に、介護報酬を改定（約３％増）します。
　また、介護報酬改定に伴う保険料の上昇を抑えるため、国費が充てられます。

●健康づくりと介護予防の推進
　栄養・食生活の改善、運動、身体活動の習慣化と禁煙の推進などによる健康づくりは、
介護予防の基礎ともいえます。健康診査や健康相談、ぽかぽか教室などの介護予防教
室を通して、住民の生涯にわたる健康づくりを支えます。
 

 ●社会参加と生きがいづくり
　団塊の世代の引退により、介護を必要としない健康な高齢者の増加が一層見込まれ
ます。高齢者が持っている能力を存分に発揮したり、生きがいを感じながら社会の中
で活動できる環境づくりも、これからますます重要になります。
　高齢者が、社会活動や趣味、レクリエーション活動などへ気軽に参加できるよう、老
人クラブやおしどり学園の支援など、その人その人に合った生きがいづくりを啓発支
援していきます。
　

●認知症高齢者の支援（認知ケア）の推進
　認知症高齢者が尊厳を保ちながら穏やかな生活を送ることができ、家族も安心して
日常生活を営むことができるようにするため、認知症についての正しい知識･情報の普
及や、昨年度に導入した認知症検査タッチパネルを使い、認知症の疑いがある人を早期
発見し、初期の段階から治療につなげていく体制づくりを目指します。
　また、認知症高齢者の家族に対する支援も進めていきます。
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介護保険料の決め方
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２１
介護サービスなどの給付費の変化

平成２１年度～
平成２３年度（推計）

平成１８年度～
平成２０年度

７２０,８６５,４３４円５８４,６３５,６９０円居宅サービス
９５７,２３６,５９２円８５６,６１０,３９８円施設サービス
１２５,８０２,６４８円１１９,５４２,３４８円その他

１,８０３,９０４,６７４円１,５６０,７８８,４３６円合　計

●介護保険の財源
　財源の割合は、公費が５０％、
保険料が５０％です。
　このうち、６５歳以上の人に
納めていただく保険料は２０％
になります。
　また、介護保険サービスを
利用する人の自己負担額は１
割です。

日野町の介護保険料

介護保険料（年額）
保険料率所得区分区分

２３年度２２年度２１年度

３０,０００円２９,６００円２９,２００円基準額×０.５
生活保護または老齢福祉年金受給者で、
世帯全員が町民税非課税世帯第１段階

３０,０００円２９,６００円２９,２００円基準額×０.５
世帯全員が町民税非課税世帯で、本人の課
税年金収入額＋合計所得が８０万円以下第２段階

４５,０００円４４,４００円４３,８００円基準額×０.７５
世帯全員が町民税非課税世帯で、本人の課
税年金収入額＋合計所得が８０万円を超える第３段階

５４,０００円５３,３００円５２,６００円基準額×０.９
世帯が町民税課税で、本人が町民税非
課税かつ本人の課税年金収入額＋合計
所得が８０万円以下

軽減
第４
段階

６０,０００円５９,２００円５８,４００円基準額×１
世帯が町民税課税で、本人が町民税非
課税かつ本人の課税年金収入額＋合計
所得が８０万円を超える

基準

７５,０００円７４,０００円７３,０００円基準額×１.２５
本人が町民税課税者で、合計所得が
２００万円未満第５段階

９０,０００円８８,８００円８７,６００円基準額×１.５
本人が町民税課税者で、合計所得が
２００万円以上第６段階

５,０００円４,９３１円４,８６２円基準額（月額）
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詳しくはお尋ねください
■役場健康福祉課（電話７２‐０３３４） ■町地域包括支援センター（電話７２‐１８５２）

３年間の介護保険給付費等×負担割合 (２０％)＝保険料必要額

１年間に必要な保険料額÷６５才以上の被保険者数＝基準額（年額）

保険料必要額÷３年＝１年間に必要な保険料額

↓

↓

　６５歳以上の人の介護保険料は、市町村ごとに、町民
税の課税状況や所得に応じて決まります。平成１８年
から２０年までは、税制改正による激変緩和措置を行っ
ていましたが、制度の廃止により、平成２１年からは、
第４段階について軽減措置を新たに設けました。月額
基準額は５０００円で、第３期 (平成１８～２０年度 )に比
べ１１.１％の上昇となります。
　また、介護報酬の改定に伴う保険料の急激な上昇を
抑えるため、平成２１年度の上昇分の全額、平成２２年
度の上昇分の半額を国の財政措置により軽減します。

保険料
【６５歳以上】

（２０％）

保険料
【40 ～６４歳】

（３０％）町負担
（１２.５％）

県負担
（１２.５～
１７.５％）

国負担
（２０～２５％）


